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第 3節　ダイセルにおける知財活動体制構築と進め方

（株）ダイセル　水方 勝哉

はじめに

　経営に資する知的財産，知的資産（財産）経営 1）という言葉が言われ始めてからかなりの時間が経過している。ま

た近年はイノベーションマネジメントシステムの国際規格 ISO56002 2）やその知的財産に関わる国際規格 ISO56005

が制定され，イノベーションと知的財産が重要視されている。さらに昨年度改訂されたコーポレートガバナンスコー

ドやそのガイドライン（略称：知財・無形資産ガバナンスガイドライン 3））において，「取締役会は・・・知的財産

への投資等の重要性に鑑み，  ・・・実行的に監督を行うべきである」と明示されるなど，事業経営に知的財産を活か

すことが求められている。

　しかし，知的財産を経営資源として事業経営に適切に生かし事業競争力を発揮することは，それ自体が目に見えな

い無体財産であることもあり容易ではない。特許庁発行の「2022 年度企業価値向上に資する知的財産活用事例集」4）

においてもその冒頭でアンケート調査結果を示し，経営と知財部門とで情報共有できているとポジティブな回答をし

た企業の割合は約 2割にすぎず，できていないというネガティブな回答をした企業の割合が約 4割もあるとされて

いる。各社各様で様々な工夫，取り組みをされていると想像する。当社では 20年以上前から事業部門／企画部門，

技術開発部門と知的財産部門の各メンバーが，各開発テーマや事業テーマ毎に知的財産活動チームを作り，各チーム

による知的財産活動を全社的に行っている。

　そこで，このチームによる知的財産活動を紹介しつつ，当社における知財活動体制構築と進め方を紹介する。必ず

しも上手くできているものではなく，様々な試行錯誤を繰り返し現在も悪戦苦闘しながら部門間連携を試行し，研究

開発や事業活動に効果的な知的財産活動を模索しているところである。この記事が部門間連携の一つの事例紹介とな

り，読者の皆様の知的財産活動のご参考になればと願う次第である。

1.　ダイセルにおける知的財産活動体制構築の背景と狙い

1.1　背景

　当社の現状の知的財産活動体制が発足したのは 2001 年のことであった。当社はその数年前に特許事件に巻き込ま

れ，その経験から知的財産の重要性が身に染みた時代だった。そのため，事業部門が主体的に知的財産活動をする

ことのコンセンサスが全社的に醸成されつつあった。この同時期に全社的にカンパニー制に体制変更することに合わ

せ，会社の知的財産活動体制を充実させる取り組みを始めた。折しも翌年の 2002 年には知的財産戦略大綱が決定さ

れ，日本でも知的財産について注目され始めた頃であり，状況的にも良いタイミングであったと言える。

　このように知的財産活動の全社推進体制を見直し，新たな体制を構築していくきっかけは様々であるとは思う。し

かし，特許事件のような大きな事象があると会社経営層も知的財産の重要性に気づき易く全社的なコンセンサスも得

やすいし，そのような追い風の時に思い切った仕掛けをタイミングよく行うことが有用であると思う。技術開発部門

に限らず，経営，営業，企画，調達，生産，経理，広報など，社内の関連部門の考え方を変えるチャンスでもあるの

で，臆することなく様々な仕掛けをするよう心掛けたいと思う。

1.2　狙い

　当社では従来からも「事業に役立つ知的財産活動」を方針として活用重視の知的財産活動を行ってきた。そして，

「事業を強くする知的財産活動」へ進化させることを狙い，前述の知的財産活動の全社推進体制を見直した。事業戦

略に対応した知的財産活動を遂行してイノベーションを興し，強い知的財産権により競合排他の力に直結できるよう

に全社の知的財産活動の推進体制を見直したものだった。実はこれらの説明文は，2001 年当時の経営企画部長名で

実際に全社通達されたもので，全社的に知的財産活動を改革するという当時の意思がよく分かるものであると思う。
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　体制の詳細は後述するが，現在も基本的にこの当時見直された知的財産活動の全社推進体制（チームによる知的財

産活動体制）を踏襲しており 20年以上経過する。この見直された知的財産活動体制に当時参画していた人が，現在

は会社幹部になり会社幹部の知的財産マインドを醸成する等良い好循環を生んでいるとも思われる。一方，時代の変

化，状況変化に合わせて柔軟に対応する点でいまだに課題が残ることもある。いずれにしても，当時からの狙いであ

る「事業を強くする知的財産活動」をより強く推進していきたいと考えているところである。

2.　ダイセルの知的財産活動体制

2.1　知的財産活動の考え方

　当社は，2020 年度に策定した第四次長期ビジョン（DAICEL VISION 4.0）でも明示している通り，基本理念であ

る「価値共創によって人々を幸せにする会社　Sustainable Value Together」の下，多様なパートナーと共に，人々

の豊かな生活を実現する新たな価値を創造・提供し，地球環境と共生する循環型プロセス構築を目指している 5）。そ

して，2025 年を見据えた中期戦略（Accelerate 2025）を策定し，クロスバリューチェーンにより企業集団で競争

力を高め社会に価値あるモノを持続的に提供することを目指し，事業ポートフォリオを集約し価値提供型事業へシフ

トしている 6）。

　このような事業体制の変更と共に，事業創出を加速する手段の一つとして，知的財産活動の強化を明示している 7）。

図 1は，当社アニュアルレポート（ダイセルレポート 2020）に当社中期戦略を引用して掲載された，知的財産に関

する部分を抜粋したものである 8）。ここでも，知的財産活動の目的が「事業を強くする」こと，逆に言うと知的財産

活動は事業を強くするための手段の一つであることが示されている。また，当社の知的財産部門（知的財産センター

という名称である）では，「Proactive IP」というスローガンを標榜し，その意味するところは，グローバルに将来を

見据え能動的に知的財産活動をすることである。つまり，知的財産を積極的に活用することで市場優位性の確保やコ

ア技術の獲得，事業創出促進に貢献し，知的財産情報，市場情報等様々な情報を俯瞰的に分析し事業創出のキープロ

セス，キーテクノロジーを解析することで経営資源を集中させる新規事業テーマの選定や新しいビジネスモデルの確

立に繋げ，イノベーションを興していこうとしている。

図 1　ダイセルレポート 2020 掲載の当社知的財産活動の紹介

技術・知的財産

Proactive IP で事業を強く
事業を創出するキープロセスのアンテナ
市場から技術・事業の方向性を解析

IP ランドスケープ
Research

ユーザー目線でシーズを掘り起こす
未来社会課題からの要求の実用化

有機と無機の融合
バイオマスプロダクトツリー

Development

事業化力を磨く
お客様とニーズ具現，必要な技術獲得，

開発の加速
みんが営業！ダ！

新たな評価解析技術，バーチャルラボ
他社との協業・M & A

Proactive IP（攻めの知的財産活動）

知的財産センターは，ただ出願権利化をするだけの活動ではなく，グローバルに将来を見据え，知的財産を積
極的に活用することで，市場優位性の確保やコア技術の獲得，事業創出促進に貢献し，事業を強くする「攻め」
の知的財産活動を展開しています。事業の創出においては，知的財産情報，市場情報など様々な情報を俯瞰的
に分析・可視化し，事業創出のキープロセス，キーテクノロジーを解析・予測することで，経営資源を集中さ
せる新規事業テーマの選定や新しいビジネスモデルの確立につなげる IP ランドスケープを実践し，イノベー
ションを加速させます。

中期戦略『Accelerate 2025』の事業創出力
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　会社の中期戦略に知的財産活動強化の方針を入れることができた背景には，経営層との当社知的財産活動の考え方

を共有することができたことも一つの要因である。図 2は，経営層や事業体 TOP への全社的な戦略会議で当社の知

的財産活動の考え方を説明した時に用いた資料の一部抜粋である。知的財産は会社資産であり持っているだけでは意

味はなく，事業を強くするためにその資産活用をすべきとの TOP へのメッセージである。知的財産を活用した知的

財産経営をあらためて認識して頂けたと考えている。

図 2　経営層への会議で説明した資料の一部抜粋

 ・技術開発のアウトプット
 ・活用を見据えた権利取得
 ・使い方を見据えたノウハウ秘匿

 ・イノベーション促進
 ・新結合（人／物／金／情報･･･）
 ・異分野融合
 ・他社協業（共同開発）
 ・先行して知財確保
 ・知財価値向上
 ・市場創造，ビジネス創造
 ･･･

 ・自社実施
 ・他社参入排除
 ・ライセンス交渉
 ・収益増大
 ・侵害未然防止
 ・オープンイノベー
　ション
 ・標準化支援
 ・技術ブランド向上
 ・IP ランドスケープ
 ･･･

創る　つくる
使う　つかう

繋ぐ　つなぐ

Proactive IP

知的財産

知的財産活動チーム

知的財産は会社の資産！
持ってるだけでは意味がない！
資産活用でビジネスを強く！

知的財産活動は
①組織体のトップダウンと
②事前準備が重要！

ダイセル知的財産活動の考え方

各領域の知的財産活動チームを基に，
　①知的財産を“創る”“使う”ことで，知的財産活動の基礎を極め，
　②知的財産を“繋ぐ”ことで，イノベーションを促進し，
ダイセル知財ブランドを高め，オールダイセルのビジネスを強くする。

　また，図 2においては知的財産についての重要な 3つの言葉，つまり知的財産を「創る」，「使う」，「繋ぐ」こと

が重要であることを説明した。知的財産を「創る」（創造）と「使う」（活用）は従来から言われていることだが，近

年はその使い方が自社実施，参入排除の様な典型的な使い方を基礎としながらも，オープンイノベーション，標準

化，技術ブランドや IP ランドスケープ等多様化していることを示している。

　さらに，知的財産部門が，経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報を繋いでイノベーションを促進するとの社内

に向けた宣言を行ったものである。ここで，イノベーションは従来からシュムペーターがそれを興す手段として「新

結合」と唱え 9），社内外の多様な資源等を繋ぐ異分野融合から興るとされている。知的財産部門は元来，部門横断の

横串機能を有し，特許の多くが公知技術も含めた技術の組み合わせであることから組み合わせることに長けているの

で，その機能，能力を発揮して多様なリソースを繋いでイノベーションを興すことを狙ったものである。加えて，こ

のような知的財産活動は，当社では後述するテーマ毎の知的財産活動チームが主体となって行っている。

　このように，当社知的財産活動は前述の会社方針に従い事業を強くすることを目的とし，社内外へ能動的な働きか

けを行って知的財産活用を促進し，イノベーションを興すことに重点を置いている。

2.2　知的財産活動体制

　当社および当社グループ会社の知的財産活動体制は，技術分野，開発テーマ，事業領域やグループ会社毎の知的財

産活動チームにより活動しており 10-15），現在オールダイセルで約 35チームが活動している。チームの構成は，①事

業・企画部門，②研究開発部門，③知的財産部門のそれぞれの分野の専門家である三者から構成されており，この状

況を図 3に示す。少人数によるチームを構成しているのは，企業の知的財産活動に必須の三者を組織化し三者間の

コミュニケーションを促進すると共に，施策を行ったときの PDCA を早く回すためである。
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　ここで，チームリーダーは，①事業・企画部門から参画しているメンバー（事業全体を俯瞰して理解している副事

業部長クラスが原則）であり，パテントコーディネーター（PC）と呼ばれる。パテントコーディネーターは，該当

するテーマ，事業領域の「知的財産活動の推進に責任と権限を有する事業側責任者」と明文化されている。②研究開

発部門からは該当するテーマの技術を熟知するメンバーであり，IP 責任者と呼ばれる。IP 責任者は，該当するテー

マの「技術面における知的財産マネジメントの責任者」と明文化されている。③知的財産部門のメンバーは，その

テーマを担当する知的財産担当者である。事業・企画部門のメンバーであるパテントコーディネーターをチームリー

ダーとしたのは，事業・企画部門が特許をはじめとする知的財産を駆使して事業に活用する知的財産のユーザーであ

り，そのユーザーが知的財産に関する最終判断をする必要があるからである。このような知的財産活動チームによる

活動は，前述の通り 20年以上前から行っており，パテントコーディネーター，IP 責任者は，事業・企画部門，研究

開発部門各々と兼務で知的財産活動チームに参画するということもあり，人事部門により発令がなされ全社的に公示

されている。

3.　知的財産活動の進め方

3.1　知的財産活動チームによる活動の概要

　各テーマに関する特許権等は，各々のテーマの知的財産活動チームにより各テーマのパテントポートフォリオマネ

ジメントを行っている。これは，調査・解析，発明認定，出願・ノウハウ秘匿判断，権利化，維持要否，特許活用，

他社特許判断・回避，特許事件への対応も該当する知的財産活動チームで行っているということである。これは特許

に限るものではなく，意匠や商標，ブランド等もそのチームで判断することとなる。もちろん，知的財産の法律解釈

や特許実務面での対応は知的財産部門が行っている。例えば FTO（Freedom to Operate）と言われる他社特許判断

は，専門的解釈も多く知的財産部門が解析し見解をパテントコーディネーターにレポートしている。当社では，これ

を PACS（Patent Analysis and Confirmation System）と称し，業務の仕組みに落とし込んでいる。いずれにせよ，知

的財産のユーザーである知的財産活動チームリーダーのパテントコーディネーターが最終判断することにより，事業

目的を十分考慮した判断がされる。

　上記の知的財産活動チームは，そのチームリーダーであるパテントコーディネーターの意識，スキルに負うところ

が大きい。そこで，各知的財産活動チーム内でのディスカッションの促進による PDCA を早く回転させ，チーム内

での互学互習，スキルアップをチームメンバー相互で行っている。それと共に，知的財産部門長は知的財産活動チー

ムのリーダー（パテントコーディネーター）及び知的財産活動チームメンバーと，現状把握と活動改善のためのフラ

ンクな面談を行い事業を強くする知的財産活動に向けた相互の理解促進，考え方の修正を行っている。社内ではこれ

を PC面談と称しており，チーム毎に 2時間程度，少なくとも年 1回，約 35ある全チームと行っている。このよう

なコミュニケーションを通じて，各知的財産活動チームと知的財産部門との意識合わせが相互に進み，会社方針，事

業方針に沿った知的財産活動を全社で行っている。

図 3　知的財産活動チームの構成

チームリーダー

パテントコーディネーター（PC）

事業部門／企画部門

IP 責任者

研究開発部門

知的財産担当者

知的財産部門

技術分野，開発テーマ，事業領域，グループ会社毎
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3.2　知的財産の創出

　当社の知的財産活動の基本は，前述したテーマ毎の知的財産活動チームによる活動である。従って，テーマ毎の特

許・ノウハウは，テーマ毎の知的財産活動チームにより特許群管理を行っている。また，特許・ノウハウに限らず，

意匠，商標等についての取得方針，存続要否検討や知的財産活用等の群管理はテーマ毎の知的財産活動チームにて

行われる。知的財産取得の予算実績管理も各知的財産活動チーム単位で算出され，知的財産活動チームのチームリー

ダーは，知的財産活動への投資対効果を見据え各々の知的財産活動の適否を判断する。テーマ毎であるので，会社

組織としては関連する部署が社内に複数にまたがる場合もある。チームリーダーは特定の事業部門所属ではあるもの

の，そのテーマに関しては関連する部門の知的財産の内容も含め全社横断的な判断をすることとなる。具体的には，

技術的判断を行う IP 責任者が関連する複数の部門に点在し，チームリーダーであるパテントコーディネーターの下，

知的財産活動チームとしてあたかもバーチャルな組織のように該当テーマの知的財産活動をしている。もちろん，会

社横断的に活動する知的財産部門は，各知的財産活動チームに知財担当者を入れているので，会社部門間の横串や知

的財産活動チーム間の横串を刺すことで，情報のモレ・ダブりをなくしている。このような仕組みにより，テーマに

関連する部門が社内に複数あったとしても全体最適なパテントポートフォリオマネジメントを行っている。図 4は，

それを模式的に表したものである。各テーマの範囲により横の連携規模感は異なるが，会社組織にこだわらず横串連

携機能を発揮させることは重要であると考えている。当社では，知的財産部門による横串連携機能に加え，知的財産

活動チーム内の IP 責任者を会社の関連他部署に配置することで横串連携機能をより強化し，テーマ内の特許群管理

を全社的に行っている。

図 4　知的財産活動チーム（テーマが複数部門に関連する場合）の構成

チームリーダー

パテントコーディネーター（PC）

事業部門／企画部門

IP 責任者 1

研究開発部門

知的財産担当者

知的財産部門
IP 責任者 2

IP 責任者 3
技術部門

生産技術部門

会社組織
1

テーマ関連部門

知財担当者間の連携
は，常に行っている。

会社組織
3

会社組織
2

3.3　知的財産の活用

3.3.1　知的財産の活用の変化

　事業方針に沿い事業を強くするパテントポートフォリオマネジメントが重要であることは，前述したとおりであ

る。そして，事業を強くすることを目指し，特許をはじめとする知的財産を活用することは重要だが，活用の仕方は

各々の事業に応じた効果的な活用の仕方を工夫しなければならない。フェルプスらはその著書 16）の中で，“IP Must 

Serve the Business”と記載し，その意味するところは，会社の状況，環境変化に応じたビジネス方針に沿って知的

財産の使い方を変える必要があるということを述べている。近年，経営，事業戦略は多様になり，状況変化も激し

くなっている。その変化に合わせるため，例えば，オープンイノベーションによる他社，大学連携も頻繁になり，イ

ノベーションを興している。事業競争力についてもいわゆるオープン＆クローズの考え方が一般的になり，自社が実

施する企業境界をどこにするのか，他社とどのように協業するのかでビジネスの効率性が変わってくる。私たち知的

財産を生業にしている者にとっても，ビジネスモデルの理解が必要になってきている。従って，従来から行われてい
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る特許権の権利行使による他社参入排除，ライセンス，実施料取得等の典型的な知的財産の活用方法は，事業方針に

沿う限りそれにより事業競争力を増すことにつながるので重要であることはもちろん間違いない。しかしそれらに加

え，事業を強くする新たな知的財産活用方法を日々模索して考えることが，非常に大切である。なぜならば，ビジネ

スモデルが進化し，その進化に合った知的財産活用が必要であり，それが事業を強くすることに繋がるからである。

3.3.2　当社の知的財産の活用の例

　当社の場合も，様々な知的財産の活用に取り組みつつある。例えば，オープンイノベーションとして価値共創を目

指し多様な企業，大学とお互いの強みを生かして協業に取り組みつつある。知的財産が両者を繋いで価値共創を促進

するよう仕掛け，イノベーションを興すことにチャレンジしている 17）。

　また，企業買収のM & A における知的財産デューデリジェンスにおいても，相互の知的財産のシナジー，リスク

の効果・影響を確認するという意味では，知的財産の活用例であると言える。

　さらに，マーケットを広げるためにオープンにする知的財産と，当社特長技術であり競争力にする知的財産とを切

り分け，オープンにする知的財産を標準規格化する取り組みを行っている。例えば機能フィルム分野においてオープ

ンにする知的財産を JIS 標準規格にし 18），一方でクローズの知的財産を利益の源泉とし，マーケットを広げつつ利益

を確保するビジネスモデルを展開している。

　加えて，光学分割デバイス（キラルカラム）分野では産学連携からいち早く事業参入し，特許と商標を知的財産

ミックスで活用してシェアトップを確保し技術ブランドを構築している 19）。

　加えて，知的財産情報や市場情報等を扱う IP ランドスケープによる分析で研究開発，事業の方向性の検討（社内

では「経営・事業・研究開発への羅針盤」と呼んでいる）を行いつつあるところである。図 5はそれを示した概念

図で，研究開発や事業のテーマ創案，ある程度進んだ段階でのテーマ選別に，従来のテーマ創案・選別手法に加え

IP ランドスケープによるテーマ創案・選別手法も活用し，機会と精度を上げようと取り組んでいる。このような取

り組みに知的財産部門もしっかり入り，事業・企画部門，研究開発部門へお節介を焼いて提言しようとしている。ま

た，残念ながら自社で事業に至らなかったテーマに関しては，全て諦めて放棄してしまうのではなく，知的財産を

パッケージにして売却・ライセンス・社外開発（切り出し）も視野に入れて取り組んでいる（社内では「知財 Exit」

と呼んでいる）。

図 5　IP ランドスケープによる分析と活用の概念図

IP ランドスケープによる
テーマ価値評価，選別

IP ランドスケープによる
テーマ創案

従来の
テーマ選別

従来の
テーマ創案 テーマ群

選択テーマ群

放棄 知財 Exit

羅針盤

IP ランドスケープによる取り組み

知財パッケージ化
売却・ライセンス・社外開発

●  テーマ創案
●  テーマ選別
●  知財 Exit

⇒  IP ランドスケープによる提案
⇒  IP ランドスケープによる価値評価，選別
⇒  IP ランドスケープによる知財パッケージ化，活用

IP ランドスケープによるテーマ創案・テーマ選別・知財 Exit

　このように，知的財産の活用パターンは多様になってきている。今後も，様々なビジネスモデルに合致し事業方針

に沿って事業を強くする知的財産の活用を考える必要があるが，そのためには，知的財産部門だけで取り組めるもの
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ではない。前述した通り，①事業・企画部門，②研究開発部門，③知的財産部門が経営，事業戦略に貢献する知的財

産活用を考えなければならないので，三者のより一層の連携が必要である。その中でも知的財産部門が，前述の知的

財産活動チームのリーダーである事業・企画部門のパテントコーディネーターや経営層など組織体 TOP とのダイレ

クトコミュニケーションを仕掛け，お互いの理解促進を図ることがより重要であると考えている。

3.4　全体最適なパテントポートフォリオマネジメント

　当社では，開発・事業テーマ毎の知的財産活動チームによりチーム知的財産活動を行っているので，各チーム単位

でテーマ毎の特許群管理を行っている。これは，チーム毎に算出される資源（費用）も加味し，「調査・解析，イノ

ベーション，特許出願・秘匿判断，権利化，権利維持要否判断，活用，契約」に至る一連の知的財産活動の全体最

適を目指したパテントポートフォリオマネジメントを行っている。特許の出願，権利化，活用の観点から特許価値を

高めるパテントポートフォリオマネジメントについては，まず特許の出願権利化の段階から，特許取得した後にどの

ようにその特許を活用するのか，活用目的を明確にして出願，権利化するところから始める必要がある。従来から言

われてきた出願を起点とした出願，権利化，活用の右回しの知的創造サイクルを，活用を起点とした活用，権利化，

出願の左回しのサイクルにするべく考え方を変え，各機能の付加価値を高める意識変革をしなければならない。図

6はそれを概念的に示した図である。出願，権利化段階から，特許の活用目的を考えた権利化，出願になっているの

か，それらの価値があるのかを十分考える必要がある。このように特許活用を意識した出願，権利化を行うことで，

特許価値を高める取り組みを行い，それがビジネスを強くすることを目的にした知的財産活動につながるものだと考

えている。

図 6　知的創造サイクルの考え方

知的創造サイクル・・・・右回しから左回しへ，活用を起点に権利化，出願を考える

発明創造 起点？

出願

活用
起点に
考える活用

活用

出願

権利化

左回し

本来のサイクル

権利化

保護

右回し

従来のサイクル

3.5　知的財産部門の活動

3.5.1　知的財産担当者の役割

　知的財産活動チーム内においての知的財産担当者は，法律面と技術面を相互に理解する者としてチームに参画して

いることに加え，知識創造を自らが行い知的財産の価値を向上させる役割も担う。図 7は米山教授が文献 20）で紹介

した知識創造について，概要を模式的に示したものである。従来型の受動的・従属的な「知識・情報処理型」から，

能動的・自律的な「知識・情報創造型」へ向上した知的財産活動が期待される。当社知的財産部門ではビジョンを図

8に示したとおり定め，自らが能動的に仕掛け，お節介を焼いて知的財産活動チームを活性化することとしている。

このように，知的財産担当者は将来の特許活用を見据えた特許をいかに作るのかを自ら考え，知的財産活動チーム内

で議論を仕掛けて特許価値を向上させており，パテントポートフォリオマネジメントに貢献している。
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3.5.2　知的財産部門からのコミュニケーションの仕掛け

（1）社内へのコミュニケーション

　前述の通り，知的財産部門は受動的・従属的ではなく，能動的・自律的な知的財産活動が期待される。従って知的

財産部門から社内外に対し事業と知的財産との関わりを自らお節介を焼きコミュニケーションすることで，事業を強

くし企業価値向上に貢献できると考えている。社内に対しては，前述の PC面談において IP ランドスケープの様な

手段を用いて当社と業界や競合他社との関係を示したり，事業方針に沿って知的財産活動をどのように行うかを問

い，パテントコーディネーターの理解促進を図るなどを行っている。各分野の事業体では定例で知的財産に関する会

議を開催したり，事業や開発の進捗会議の中で知的財産のことを確認し各事業のおかれている知的財産の状況を開発

責任者，事業責任者が把握できるようにしたりし，このような確認会には知的財産部門も参画し様々な提言を行って

いる。さらに会社経営幹部に対しては，前述の通り全社の戦略会議で知的財産活動計画を示して議論したり，定期的

にレポートを発信したりし，特に特許事件については適時に事業部門と知的財産部門から報告，相談を行い，経営幹

部の知的財産についての意識向上を図りその後の知的財産方針を定めている。加えて会社の一般社員に対しても，適

時な話題を「知財ニュース」として全社のイントラネットに毎月掲載し，意識向上を図っている。このようなコミュ

ニケーションの仕掛けは，全社的な知的財産の理解促進を狙ったものである。加えて中間管理職に対しては，技術系

の管理職登用段階でその登用条件の一つに国家資格である知的財産管理技能検定（三級）の取得を義務付ける社内人

事制度の改革を知的財産部門から提案して実現した。技術系中間管理職は特に知的財産とのかかわりが多く基礎的な

知識を公的資格によって社外から公平に認定しようとする試みである。このような経営幹部，一般社員や中間管理職

に対し知的財産に関するコミュニケーションをすることは，各々の知的財産の理解を促進して頂くことを狙ったもの

で，社内では「知財リテラシー」を向上させる取り組みと位置付けている。

（2）社外とのコミュニケーション

　社外とのコミュニケーションを図ることは，自分たちの立ち位置やレベルを知るためにもたいへん重要であると

考えている。というのは，自社の経験値は限られておりそこから学べるスキルも限定的だと思うからである。多くの

情報がネット上で公開されており多くの書籍や文献が開示されている現代，もちろんそのような公知情報から学ぶこ

図 7　知識創造についての概念図

能動的・自律的
（他部門の活動にパートナー
として貢献する）

 ・開発テーマ提案／休止提案
 ・事業化提案／競争優位設計　他

受動的・従属的
（粛々と他部門から依頼された
仕事をこなす）

 ・単なる権利化
 ・単なる権利行使　他

さらに上を目指して

知識・情報創造型

知識・情報処理型

図 8　ダイセル知的財産部門（知的財産センター）のビジョン

Proactive IP
私たちは，お節介を焼く知的財産専門集団として，多様なリソースを繋いで
イノベーションを興し，ダイセルグループの知的財産ブランドを進化させ，
ビジネスを強くします。
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とは重要だが，やはり先進的な知的財産活動をされている他社と情報交換することは多くの学びに繋がり，社内の関

連部門との対話や活動方針を定める場合においても役立つと考えている。異文化との交わり（異分野融合）は，イノ

ベーションを興すチャンスになると期待できる。情報交換して得た情報は条件等の違いからそのままを自社に適応で

きなくとも，その内容を昇華，一般化させ自社の活動に落とし込むことで自社の活動の PDCA を回して良い方向に

変えるきっかけになる。そのためには，まず自分たちの知的財産活動を開示して他社との情報交換の機会を得る仕掛

けをする必要がある。当社では例えば自社のホームページに当社の知的財産活動を紹介するページを設け 21），各種

文献やセミナーで当社の知的財産活動を紹介している。この書籍もそのような情報交換の一つのきっかけになればと

考えており，そのような会社間の情報交換が行われ日本の知的財産活動が活性化し，それが企業の事業を強くして日

本企業が成長することになればと願う次第である。

4.　課題と改善

　当社の知的財産活動の体制について説明してきたが，この書籍の主題である部門間連携について当社で必ずしもで

きているわけではない。例えば，知的財産活動チーム間のレベルも異なり，知的財産活動全般の経験値が不足してい

ることも散見され，経営幹部の知的財産に関する温度差もあり，改訂コーポレートガバナンスコードで示されたガバ

ンスをしっかり行わなければならない等課題は山積している。これらの改善には月並みだが，「タイムリーなコミュ

ニケーション」をすることが必要だと思う。社内外とのコミュニケーションにより，イノベーションが興りそれが事

業を強くすることに繋がる。しかしそのコミュニケーションのチャンスは待っていたのでは始まらない。変化があっ

た時をチャンスと捉え，適時に内容を選択して社内外にコミュニケーションを知的財産部門からお節介を焼いて仕掛

ける必要がある。現状維持のままでは衰退すると言われている昨今，変わり続ける意思をもって知的財産業務にあた

ろうと思う今日この頃である。

おわりに

　「ダイセルにおける知財活動体制構築と進め方」と題して，主として他部門連携の視点から説明してきた。知見や

業務，意見の違う他部門と真に融合することはイノベーションを興すチャンスであり，企業成長に貢献できるたいへ

ん重要な事だと考えている。

　当社では，特許事件に巻き込まれたことから全社的に知的財産に対する意識が向上し，事業・開発テーマ毎の知的

財産活動チームを全社的に作り，そのチームリーダーを知的財産のユーザーである事業部門の知的財産責任者（パテ

ントコーディネーター）として知的財産活動を行っている。きっかけを上手くとらえ適時に改善を仕掛けることが大

切だし，その活動を継続することで会社幹部の知的財産についての意識も変わっていくと思う。

　このような基本の体制を堅持しながらも，時代の変化に合わせてその活動内容を変えつつある。知的財産活動チー

ムのリーダーであるパテントコーディネーターの役割についても，「事業戦略に沿い様々な知的財産活用を意識した

マネジメント」に修正したり，各種情報を解析した IP ランドスケープを事業・研究開発の羅針盤として用い部門間

の連携を強めたりしつつあり，知的財産の活用の変化を理解して事業方針に沿った活動を展開しつつある。変わるべ

きでない大事なことは安易に変えることなく，一方，時代の変化に合わせて柔軟に考え方を変えるという不易流行の

知的財産活動が求められる。

　また自分たちの能力アップのためにも，社内外の多くの方とのタイムリーなコミュニケーションが必要でそれを実

践するためには，お節介を焼いて自らが提案，情報発信する必要がある。臆することなくコミュニケーションする，

その一歩を踏み出すことから始めたいと思う。
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